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3. Its essence is a discipline of verification. 

その本質は、検証の能⼒（規律）である。 





The primary purpose of journalism is to provide citizens with the
information they need to be free and self-governing.

ジャーナリズムの⼀番の⽬的は、市⺠が⾃由を守り、
⾃治を⾏うために必要な情報を提供することである。





ニュースに携わる者が知っているべきで
⼀般市⺠が当然期待していいもの



10. Citizens have rights and responsibilities when it comes to
the news as well – even more so as they become producers
and editors themselves.

市⺠の側も、ニュースをよりよいものにしていくことについて
権利と責任がある – 彼らも記者や編集者になれるようになった
現在はなおさらである。



倫理綱領の構造

1) ジャーナリズムの価値を守るための
「how」の⼿続き
・「何をしなければならず」
・「何をしてはいけないか 」

2）公開して読者・視聴者との約束とする



「ジャーナリストは株の取引をしてはいけない」



「ビジネス関連の記者とエディターは株を持ってはいけない」
「例えば、テック関連の記者はテック関連株を持ってはいけない」 



https://www.bbc.com/editorialguidelines/guidelines/conflicts-of-interest/guidelines

個⼈資産は上司に報告する義務
「どのくらい利益を上げたか」という報告書を提出。



https://www.nytimes.com/editorial-standards/ethical-journalism.html#investmentsAndFinancialTies

記事の発⾏に携わるスタッフは例外なく
株式を保有したり、⾃らが記事の取材や
編集などで関わる企業や業界に投資し、
利益を得てはいけない。

書籍担当は出版社に投資してはならない、
健康問題担当は製薬会社に、
国防総省担当は防衛産業の株や投資信託
に投資してはならない。

・・・



https://www.nytimes.com/editorial-standards/ethical-journalism.html#investmentsAndFinancialTies

（責任者を明記し⼿続きを明確に）

▶Standard Editor
（報道倫理担当の編集責任者）
▶Opinion Editor
（社説、オピニオン欄担当）
▶Managing Editor
（ニューズルームの責任者）



https://www.poynter.org/ifcn/



①⾮党派制と公正性 ②情報源の基準と透明性 ③資⾦源と組織の透明性

④検証⽅法の基準と透明性 ⑤オープンで誠実な訂正⽅針



アセサー External Assesors





⽇本のニュースメディア（倫理規定抜粋）
▶「取材に当たっては、その⽅法が公正かつ妥当かどうかを常に判断し、社会通念上是認される限度を超えるこ

とがないようにしなければならない。」

▶「取材・編集にあたっては、⼀⽅に偏るなど、視聴者に誤解を与えないように注意する。」

▶「⾔論の⾃由独⽴を確保し真実敏速な報道と公正な世論の喚起を期する。」

▶インサイダー取引
「取材した情報が、社内の第三者や知⼈、家族などを通じてインサイダー取引に悪⽤されるリスクも常に念頭
に置き、情報の扱いには細⼼の注意を払う」

▶公共の福祉と⽂化の向上に寄与するとともに、⾃然環境を守りつつ、産業・経済の発展と国⺠⽣活の充実に貢
献するように努める。



⽇本のメディアは情報の安全安⼼・信頼を⾼める
モデルを提供できていないのではないか・・

■倫理規範の公開に積極的ではない。
（すぐれた⼿順を持っているのにもったいない。）

■読者・視聴者との約束という側⾯の認識うすい。

■各社独⾃の「インハウス・トレーニング」。



メディアのコラボレーション

① ミス／ディスインフォメーション対策
ファクトチェック

② 災害・⼤事故・テロなど

③ メディアスクラムなどを防⽌する協⼒態勢



Duplication
複数のメディアが同じ情報を

重複してファクトチェックすること



140＋
報道機関・市⺠団体
企業・法律家の団体
研究者グループ

フィリピン 20



ファクトチェック記事
878本
ファクトチェック映像
48本
芸術作品 75点
学術研究 19点

グローバルファクト9（オスロ 2022年6⽉）での
プレゼンテーション（奥村撮影）



ノルウェー 2017〜

ウクライナ戦争の
ビジュアルコンテンツ分析に
新たなプロジェクトを開始

グローバルファクト9（オスロ 2022年6⽉）での
プレゼンテーション（奥村撮影）



Faktisk.Verifiservar
12メディア32記者の共同作業

BBC Trusted News Initiative
https://www.bbc.com/beyondfakenews/trusted-news-initiative/
faktisk-no-norways-pioneering-fact-checking-organization



ファクトチェックの結果は全報道メディアに開放

グローバルファクト9（オスロ 2022年6⽉）での
プレゼンテーション（奥村撮影）



ブラジル 2022

⼀般市⺠からWhatsApp経由で集めた
約335,000件の質問に対応



「ミダン」
⾮営利のエンジニア組織
Tiplineという質問を投稿し
ファクトチェックを促し
通知するシステムを開発
WhatsApp・Ｘ・Line
Telegramにも対応する



ファクトチェックのコラボレーション

① 強⼒なリーダーシップ。
⇒ 必要性や価値についての共通認識。

② 経営規模・実⼒に応じた負担を分担の合意。
⇒ マウントも劣等感も感じない環境。

③ エンジニア、研究者、ビジネスとの連携
⇒ 活動の拡がりと社会的な認知の拡⼤。



http://311hodokensho.org/



「私たちは競争しているのですから」
なのか︖



ありがとうございましたJJ


